
 

令和３年度 関係人口創出・拡大のための中間支援モデル構築に関する調査・分析業務 

業務実施報告書 

 

 

 

団体名 一般社団法人熱中学園 

事業名 持続可能性の為の広域展開変革プロジェクト 

共 同 実 施 団 体 

1. 公益財団法人とかち財団 2．丸森町 3．高畠町 4．銚子市  5.高岡市 

6．上富田町 7．白浜町  8. すさみ町 9. 古座川町（6～9:和歌山県）  10. 琴

浦町 11. 大山町(10,11:鳥取県) 12. 萩市 13. 佐川町 14. 日高村(13,14:

高知県) 15. 人吉市 16. 小林市  17. 肝付町 18. 大崎町(17,18:鹿児島県) 

19. 沖縄市   20. Dialogue for Everyone 株式会社 及び各地熱中小学校 13 校 

 

  



 

1 事業概要・主な成果 

1.1 事業概要 

コロナ禍、地方で実施している‘大人の社会塾’「熱中小学校プロジェクト」はハイブリッドの授業参

加を首都圏の生徒に提供できる体制が確立した。この熱中小学校の授業ネットワークを駆使して都市部

と広域地方の人々を交流人口として混ぜ、新たな知とボランティア精神を発揮し Local DX、グローバル

対応など、新しいコトに志高く取り組む関係人口化していく。特にローカルに関心の高い都市企業のセ

カンドキャリア層にアプローチ、学びと仲間づくり実践を支援する中間機能を強化、発揮していく。 

背景としては、以下のような変化が顕在化し、地方にとってポストコロナでの持続可能性を検証する

ための新たな課題となってきたことがある。 

･変化１：都会 vs 地方 → 都会 & 地方 

  コロナをきっかけにこれまで潜在化していたニーズが顕在化し、働き方はテレワーク、副業、プ

ロボノと多様化した。これにより首都一極集中からの脱却となる移住、二拠点居住、ワーケーションな

どネットを使った全国レベルの協業や交流が増加した 

･変化２：進む分断化と活動のバーチャル化 

  コロナ禍による情報格差・ITリテラシーギャップの拡大、ネット化の副産物としてのリアルな交

流減少による世代や業種間、地域の分断化などが進んだ 

･変化３：単純な｢田舎暮らし｣では弱い吸引力 

 自然や環境、第一次産業と食材、LOHAS、サテライトオフィス拡充など、移住勧誘のキーワードが共

通化し、差別化のためにその地域特有の、新しくエッジの利いた取り組みが必要となった 

「地方に不足している多様な人材による地方の持続可能性の追求」をビジョンとし、以下に取り組ん

だ。 

(1) 首都圏の企業を巻き込んでサステナブルキャリア研究会を実施し、人生 100 年時代の新しい働き

方を検討。地方でのインターンシップ事業である‘ふるさと見つけ塾’を企業と推進する。 

(2) 地方ならではのユニークで魅力的かつ参加型の Local-DX を推進する。 

(3) 以上の活動を複数の自治体と広域展開を計り、都市部の人材の地方との関わりの幅を広げる。 

 

1.2 主な成果 

（1）仕事を通じた地方と都市の関係人口人材育成を企業と組織的に行うために、首都圏を拠点とする企

業とのサステナブルキャリア研究会の立ち上げを行なうと共に、ハイブリッド授業環境を活用した｢ふる

さと見つけ塾｣を進化させた。第１期からの受講生のうち、８名は熱中小学校の受講を継続、首都圏から

の転職・移住者２名が出ている。企業研究会７社中３社４名が、ふるさとみつけ塾プログラムに参加、有

償ビジネスに成長させるメドが立った。。 

（2）バーチャルサイクリングや QRコード付き鉄道スタンプなど、ユニークで参加型の Local-DX を各地

で開発、実施した結果、DX を適用した新しい地域の魅力づくりが新たな関係人口を引き寄せることを検

証した。こちらも今後継続して行く予定。 



 

(3）サイクリング道路という隣接した自治体にまたがる DXプロジェクトや、地域全体の食材を組み合わ

せた広域での活動を民間の力で各自治体を超えた広域型モデルを実践できた。 

（４）ヘルスワーケーション、災害復旧型など付加価値型ワーケーションの事業化モデルを創った。 

 

2 モデル事業実施地域の概要と課題 

2.1 事業実施地域の概要・課題 

コロナ禍で我が国の課題が前倒しで顕在化する中、モデル実施地区においても「変革を先送りしな

い、具体的な持続可能性モデルの追求」が課題である。 

令和２年度の事業｢企業版ふるさと納税を活用したふるさとみつけ塾プログラムの開発｣を通じ我々

が検証したことは以下の通りである。 

①関係人口創出のための中間モデルとして、熱中小学校｢ふるさとみつけ塾｣の可能性を検証できた 

②コロナ禍で全熱中小学校がハイブリッド型に移行したことでネットを最大限活用する全国の DX体制

が出来た  

③関係人口創りは学びを通じ、人とのつながりを楽しみながら取り組む事が極めて効果的であった  

④天災等による被災地でも、‘知のボランティア活動’でやる気の復興が出来る可能性を証明した 

これらの経験から、地方に於ける変革の共通課題は以下であると考えた。 

①デジタルトランスフォーメーションへの対応 

②グローバル化の継続 

③リカレント教育の充実 

④継続的な‘知的’災害復旧 

⑤以上を広域にシェアする実践的なしくみ 

開設６年目の熱中小学校プロジェクトを中間組織として最大限に活用し、関係人口候補者の目線に

立った｢ふるさとみつけ塾｣はそのモデルのプラットフォームとして各地域の課題解決に具体的、継続的な

効果をもたらすものと確信し、さらに前述の変革課題に挑戦する。 

 

2.2 関係人口創出・拡大に関わる取組みのビジョン・テーマ設定 

前項で述べたことを踏まえた今回の取り組みの Vision は以下の通り。 



 

 

「ハイブリッド型に進化した熱中小学校の授業ネットワークを駆使して都市部と広域地方の人々を交流人

口として混ぜ、新たな知とボランティア精神を発揮し Local DX、グローバル対応など、新しいコトに志高

く取り組む関係人口化していく。特にローカルに関心の高い都市の企業人のセカンドキャリア層にアプロ

ーチ、学びと仲間づくり実践を支援する中間機能を強化、発揮していく。地方に不足している多様な人材

により地方の持続可能性を追求したい。」 

具体的な実行プログラムは以下の４テーマとし、広域に知見を共有させたい。 

 

 

(1)ミドルシニアの活動については、首都圏において｢セカンドキャリア研究会｣を発足させて企業ぐるみ

のセカンドキャリアプログラムに挑戦する。企業版ふるさと納税を各社ごとにシンプルなプログラムと

して検討しやすくする。 

(2)一部の熱中小学校で始まっている広域型への転換を利用して、｢ふるさとみつけ塾｣プログラムでもイ

ンターンシップの受け皿の広域化を行う。 

(3)｢Local-DX｣としてそれぞれの地方でのユニークな活動をDX化して関係人口として関わっていく仕組み

を機能させる。DＸ化は必然的にグローバルの視点を持ったプログラムとなる。 

(4)災害復興地でのワーケーション、ヘルスケアワーケーションの継続発展を行う。 

3 モデル事業の取組内容 

3.1 取組みの全体像 ・スキーム 

首都圏企業向けのアプローチと「ふるさとみつけ塾」は DforE 社と熱中学園が推進、個別プログラム

は各地自治体、熱中小学校運営事務局が協業して取り組んだ。 

 

 

3.2 期待される効果・KPI 

 



 

本事業による成果目標=KPI は｢関係人口化数｣とし、その検証は全て定量数値とする。 

  目標 

A) ｢セカンドキャリア研究会｣の発足と活動   

 参加企業数 5 社 

 研究会、ワークショップ、セミナーの開催 6 回 

 上記延べ参加者数 300 名 

    

B)共通テーマ｢食｣を掲げた受け皿の広域化   

 とかち食の熱中小学校十勝エリア開催 4 回 

 ワーケーション及びインターンシップ参加者 10 名 

    

C) ローカルDXの推進   

 C-1：ハイブリッド型サイクルツーリズム   

  バーチャルツアー延べ参加者数 90 名 

  ３地域におけるリアルイベント開催、延べ参加者数 3 回･30 名 

 C-2：ネイティブとネットでつなぐキッズイングリッシュ   

  スクール開催回数 5 回 

  参加児童数、父兄の延べ人数 30 名 

 C-3：世代を超えた ICT プログラミング教室   

  スクール開催 ハイブリッド型回数 3 回 

  世代を超えた延べ参加者数 30 名 

 C-4：鉄道復興支援QR コードつきスタンプ   

  有人駅新規設置数 4 駅 

  関連イベント開催回数、参加者数  100 名 

    

D）被災地支援型｢知のボランティア｣―ウェルネス･ワーケーション   

   丸森及び人吉での実施 2 回 

 延べ参加者数 15 名 

    

Ｅ) 活動全体を通じた企業版ふるさと納税   

 納税実施企業数 4 社 

 

4 事業実施に係る運営体制 

4.1 事業実施体制 



 

 

 

4.2 事業実施団体及び関係機関の役割 

NO 名称 役割 

1 一般社団法人熱中学園 全体統括、広報、DX プロジェクト推進、 

企業版ふるさと納税推進 

財務・会計・法務の統制 

効果検証、報告書作成 

2 各自治体 実証支援、企業版ふるさと納税の受け入れ、 

地域企業･団体との連携 

3 各地域熱中小学校 

事務局 

広域連携、DX プロジェクトの推進、自治体及び地域企業･団体との連携、ハイブリッド型授

業の計億、インターンシップマッチング支援 

受講者の地域生活支援 

5 Dialogue for Everyone株

式会社 

都市部企業との連携、｢セカンドキャリア研究会｣、各種勉強会の主催、     「ふるさとみ

つけ塾」の運営、インターンシップ･キャリアカウンセリング支援インターンシップマッチ

ング支援 

 

5 事業実施内容 

5.1 実施スケジュール 



 

Web 広告記事添付 

報告書掲載にあたり削除 

 

(1) コロナ感染拡大対策の影響が多くのプログラムの実施に影響し、第 5波が一旦収まった後半に実

活動が集中。熊本県人吉市におけるワーケーションの回数減、宮城県丸森町でのイベントは 3 月に延期

となった。 

(2) 企業を対象としたプログラム説明会などの実施回数が減少した。 

(3) 宮城県丸森町で実施予定であったワーケーションは、通信事情の関係で山形県高畠町での実施と

なった。 

 

5.2 事業の広報・アプローチ 

熱中学園、各地の自治体・熱中小学校運営事務局が連携し、SNS を最大限活用することにより、事業の

取組開始や告知、実績などのコンテンツをプレスリリース配信、メディアへ紹介、取材対応、ブロード

キャスティング等を逐次行い、全国及びローカルメディアへの多くの露出を実現した。 

(1) 事業の広報 

バーチャルサイクリングの WEB 告知 

 

 

 

 

 

 

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

１）首都圏におけるリソースの開発１）首都圏におけるリソースの開発

1-1)セカンドキャリア研究会1-1)セカンドキャリア研究会　対象

者への啓蒙

1-3)ふるさと納税の獲得

２）対象地域におけるプログラムの実行

2-2)広域連携の具体的スキーム作成、実行

2-3)ローカルDXの取り組み

2-4)ウェルネス・ワーケーション

４）モデル事業としての成果検証等
　（参加者アンケート・報告書作成等）

実施各地からの報告書集計・分析

５）他地域への横展開の可能性の検討

未実施地域へのヒアリング、条件等の洗い出し

６）全体報告書とりまとめ

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

1 セカンドキャリア研究

ふるさとみつけ塾（法人向け） 　

2 セカンドキャリア研究

ふるさとみつけ塾（個人向け） 　

3 地域プログラム　①

食の熱中 　

4 地域プログラム　②

サイクルツーリズム 　

5 地域プログラム　③

キッズイングリッシュ 　

6 地域プログラム　④

老若男女ICT教育 　

7 地域プログラム　⑤

QR付きスタンプ 　

8 地域プログラム　➅

ワーケーション 　

9 企業版ふるさと納税
　

10 自立/自走化への取組

成果検証・まとめ 　

1.当初計画した実施スケジュール

実施事項
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

2.報告時点の最新スケジュール

実施事項

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月
前回計画からの修正・変更点、理由、

今後の対処方針

企画最適化

企画・開発

ニーズ・シーズ分析

企画・調整

セカンドキャリアけワークョップ

プロトタイプ開発

ふるさとみつけ塾プログラムラン

評価・分析

評価・分析

評価・分析

コンテンツ開発
評価・分析

告知・募集

評価・分析

評価・分析

自立・自走化実態調査
評価・分析

評価・分析

評価・分析

企画・調整 参加企業募集

コンテンツ作成
シニア向けスクール開校

ジュニア向けスクール開校・実施

Webコンテンツの選択・制作
スタンプ制作・設置 WEB完成 音楽祭３月２０日の詳細企画、集客計画実施

コンテンツ制作

取得データ整理・処理

ワーケーションの実施

バーチャルイベント開催

リアルイベント開催

第３期生 step1-2プログラムラン

Step3 インターンシッププログラム

告知・募集

コンテンツ開発

セカンドキャリア研究

第２期生 step1-2プログラムラン

企画・調整

コンテンツ最適化 スクール開校

企画

告知・募集開始 PTAふるさと交流

企画・調整

企画・調整

バーチャルイベント実施
リアルイベント開催

継続実施

告知・募集

寄付に関するパブリシティ活動
寄付の実行勧誘開始

メニュー化
企画
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新聞記事添付 
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首都圏企業に対する PRに東京新聞 2022 年 1月 19 日記事 

 

 

 

 

 

 

 

(2)ヘルスワーケーションプレスレリースと記事 

  

 

 

 

 

 

 

山形新聞 2021 年 12 月９日 

 

 

 

 

 

 

 

(3)広域型取組 

十勝毎日新聞 2021 年 11 月 29 日 食の熱中小学校 

 

 

 

 

 

 

 

（４）Local-DX の例  

 

 

 

 

 



 

5.3 活動内容① 首都圏企業の活用 

（ア） サステナブルキャリア研究会の立ち上げと「ふるさとみつけ塾」の推進 

都市部大手企業人事向けプレイベントには、175 社の参加があり、40 代・50 代ミドルシニア層のセ

カンドキャリア課題の大きさとニーズの高さを確認できた。７社でサステナブルキャリア研究会を開

催、各社共通課題「ミドルシニア社員のロールモデル不在」に対し、学び・仲間づくり・地方インタ

ーンシップを組み合せた｢ふるさとみつけ塾｣への社員派遣が解決策となり、実際に３社４名の派遣を

得て自走化の目途をつけた。今後は地域を絞りインターンシップ開拓の仕組みを構築したい。 

 



 

 

（イ） ヘルスケアワーケーション＆企業版ふるさと納税 

株式会社内田洋行ネットワークビジネス事業部８人は「仕事主体」で、プロジェクト業務としてメ

ンバーで一緒に行う共同業務及び日常の業務に継続して取り組む個人業務、両方の時間を確保して日

程を組んだ。その他地元の方々との交流、温泉や現地の美味しい食事を楽しむなど、ヘルスケアと観

光の組み合わせの有効性を証明。全国各地で実行可能な首都圏医大提携へ展開検討が今後の課題であ

る。実績とブランド力をつけたプログラムに成長させたい。 



 

 

 

5.4 活動内容② ユニークで参加型の Local-DX 

（ア）Local-DX の担い手を子ども、大人の区別なく行うプロジェクトとして、｢キッズイングリッ

シュ｣を実施。米国シアトルと小林市をオンラインで結び、永年の実績をもつシアトルの初等英語教育

を小林市の児童や保護者が体験した。今後家庭同士のつながりなど関係を深めてゆく。ICT リテラシ

ーギャップの解消に沖縄市の｢HANA わらび｣世代を超えたプログラミング教室では沖縄熱中小学校開校

新聞記事添付 

報告書掲載に 

あたり削除 



 

時、コロナ禍で県外の生徒の集まりが少なく、県内参加者でプログラムの有用性を検証した。 

 

（イ）災害に遭った 2 自治体の復興支援を Local-DX で取り組み、世界初のＱＲコード付き鉄道スタン

プを阿武隈急行の有人駅に設置し、オンラインで各地の最新情報へアクセス可能とし、これを活用し

た鉄道復興支援として全線でのイベントプロモーションをすることにより、関係人口の創出に向けた

実験をオンラインで行った。既に当プログラムは阿武隈急行に移管された。熊本県人吉市では、復興

地向けのワーケーションを開発、川崎重工業株式会社様に参加頂いて実施し次年度も継続する。 
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5.5 活動内容③ 複数の自治体と広域展開による、都市部の人材の地方との関わりの拡大 

（ア） バーチャルサイクリングを千葉県銚子市コース、高知県仁淀川コース、和歌山県太地町コース

で実施した。コロナ禍でリアルの自転車ランの楽しさが失われ、実際にコースを実写した映像上であた
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かも本物のコースを走る感覚で、‘ROUVY’システムでの全世界約 10万人(日本国内約 2万人)の登録会

員レース開催の告知を行うとともに、一時的に無料パスも発行した。クラウドサービスはたくさんの参

加者を募れる一方で、参加者データ分析ができない課題がある。和歌山、高知は今後も利用者の増加に

期待して仮想レースを行ない、銚子は同じコースで実レースを行ってデータ収集を行ってゆく。 

 

 

（イ） 北海道十勝エリアの熱中小学校は、2021 年度から十勝全域の広域型に改編。帯広市、

芽室町、更別村、清水町などの市町村とパートナーシップを組み、地域内の人材・情



 

報交流を通じて地域活性化している。

 

食の熱中小学校はインターンシッププログラムと連動している。
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6 モデル事業としての成果検証 

6.1 事業成果（目標達成状況） 

 

本事業による成果目標=KPI は｢関係人口化数｣とし、その検証は全て定量数値と

する。 
  

  目標 結果 達成状況 

A) ｢セカンドキャリア研究会｣の発足と活動       

 参加企業数 5 社 7 〇 

 研究会、ワークショップ、セミナーの開催 6 回 6 〇 

 上記延べ参加者数 300 名 254 △ 

        

B)共通テーマ｢食｣を掲げた受け皿の広域化       

 とかち食の熱中小学校十勝エリア開催 4 回 4 〇 

 ワーケーション及びインターンシップ参加者 10 名 100+ 〇 

        

C) ローカル DXの推進       

 C-1：ハイブリッド型サイクルツーリズム       

  バーチャルツアー延べ参加者数 90 名 
3 回･174

名 
〇 

  ３地域におけるリアルイベント開催、延べ参加者数 
3 回･30

名 

 C-2：ネイティブとネットでつなぐキッズイングリッシュ       

  スクール開催回数 5 回 35 〇 

  参加児童数、父兄の延べ人数 30 名 174 〇 

 C-3：世代を超えた ICT プログラミング教室       

  スクール開催 ハイブリッド型回数 3 回 4 〇 

  世代を超えた延べ参加者数 30 名 124 〇 

 C-4：鉄道復興支援 QRコードつきスタンプ       

  有人駅新規設置数 4 駅 4 〇 

  関連イベント開催回数、参加者数  100 名 3/20 開催予定 

        

D）被災地支援型｢知のボランティア｣―ウェルネス･ワーケーション       

   丸森及び人吉での実施 2 回 2 〇 

 延べ参加者数 15 名 11 △ 

        

Ｅ) 活動全体を通じた企業版ふるさと納税       

 納税実施企業数 4 社 4 〇 



 

 

6.2 事業成果（関係人口の地域とのかかわり方） 

（１）コロナ禍で令和 2年、3年と内閣府の関係人口の新しい取り組みへの調査事業を受託させていただ

き、過去 2年個人から企業に拡大した本プロジェクトについて、有料によるプログラム実施を開始するこ

とができ始めた。 

具体的には、地方での‘学びとインターンシップ’の組み合わせの可能性の大きさを体感している。 

令和 2 年度から 1 年半に渡り継続している「ふるさとみつけ塾」参加者は、熱中小学校やインターンシ

ップ先での活動の継続により、地域との関係を継続し、更に移住や地域での新たな職を得ている。 

熱中小学校の受講継続      8 名（江丹別 1、十勝 4、千葉 1、熊本 2） 

インターンシップ先との活動継続 4 名（十勝 3、和歌山 1）※ 

地方へ移住・転職        2 名（北海道 2） 

※業務委託、プロボノ、本業の業務として継続 

（２）学びと仕事が融合した当プログラムには、企業の人事部へのヒアリングの結果、有償化が可能、とのコメント

を頂き、経済的自立の目途がたった。 

 

10 月からの受講生は現在インターンシップをスタートしたばかりではあるが、5 月からのプログラム参

加者は、既に受講を終了し、インターンシップ先で Web マーケティングに取組み、1ヶ月間で EC売上が前

年比 2倍を達成するなど、高い成果を挙げている。 

 

サステナブルキャリア研究会では｢ふるさとみつけ塾｣への社員派遣が決策となり、実際に参加７社 

中３社４名の派遣を得て有償、自走化の目途をつけた。今後は地域を絞りインターンシップ開拓の 

仕組みを構築したい。 

（３）Local-ＤＸはそれぞれに継続する事業の担い手に受け渡すことが出来た。 

(４)ヘルスケアワーケーションについては企業への有償化アプローチを行うとともに検査項目の検証がで

きた。 

（５）食の熱中小学校については、インターンシップと同期して広域型での関係人口創り成果を上げた。 

6.3 事業成果（その他） 

（１）コロナ禍で、SNS,ZOOMなどのデジタルに対応できる地域の大人が標準になった 

（２）広報活動を積極的に行い、地方のみならず中央のメディアでの露出も獲得できた 

 

 



 

6.4 本年度の課題と対応 

（１）ふるさとみつけ塾プログラムでは、自治体ごとにインターンシップの対応状況が大きく異なる。全

国一律ではなくインターンシップの多い地域に絞り込んだプログラムの実施へと切り替えていった。 

（２）バーチャルサイクリングでは国内で対応 SWがないために海外のクラウドサービスを利用した。外部

のサービスを活用する際、参加された方々のプロフィールが入手困難でフォローが難しいことが分かり、

今後の今後独自レースを行っていくなどデータを得られる工夫をしていくこととなった。 

（３）コロナ禍の影響が最も大きかった沖縄市での全世代型ＩＣＴプログラミングについては県内に絞ら

ざるを得ず、他県からの関係人口化は今後継続してゆく必要がある。 

 

6.5 今後の事業のあり方 

（１）中間支援組織としての熱中小学校プロジェクトは地方在住の大人の学びの場であり、今後も’人の

成長‘と地方の人の魅力向上が関係人口成長の基本と考えている。 

コロナ禍は、現地で‘熱量のある授業形態’からＺＯＯＭを使ったハイブリッド型に変革させて他県

へのアクセス方法がとれるようになった。そして自動的にデジタル化された授業コンテンツが蓄積され

て来た。 

さらに、県を超えた先生の移動制限から、地元の先生の開拓がおこなわれている。 

（２）この‘コロナ禍を福となす’為に全国と地方の熱中小学校コンテンツを利用した‘ふるさとデジタ

ル生涯教育’をネットで提供する「バーチャル熱中小学校プロジェクト」 を令和 4 年から構築していき

たい。地方の大人のリアル参加をベースに持つバーチャルの学校は中央からではなく、あくまで地方から

のユニークな情報発信を基本とする。学びの場を首都圏の若い人たちにも広げてゆくなど若者を意識した

展開を行いたい。 

(３）地方でのインターンシップの候補者の発掘には一般的な SNS や企業説明から、より絞り込みされた

プロスペクティング体制が必要である。特定の地方に‘無縁’でもあこがれている層から、地元出身とい

った‘有縁者’への効率的なアクセス方法を生み出す必要がある。地元高校や大学の卒業ＯＢで首都圏在

住の比較的若い層へのアクセスを増やす手段として‘ふるさとデジタル生涯教育’を使っていきたい。 

 

 

7 自立化・自走化の検討 

7.1 すでに始まっている自立・自走 

（１） ふるさとみつけ塾のプロセスに企業向けプログラムや研究会を実施した結果、‘学び’を機

会とした地方でのインターンシップのニーズはあり、費用の負担もできることが明らかになった今後

パートナーの Dialogue for everyone㈱社と共に有償のプログラムに移行していく。 

(２) Local-DX、ワーケーション共に継続事業体があり自走が可能である。ただし、ヘルスケアワー

ケーションを全国多地区で実施するには各地域圏や首都圏の医大等との提携するなどのブランド力が必

要になる 

 



 

8 他地域への横展開の可能性の検討  

8.1 サステナブルキャリア研究会と「ふるさとみつけ塾」横展開のポイント 

（１）‘デジタル生涯教育’ネットで各地方に‘縁を持ち続ける人々’を繋げていくことによって、地

方でインターンシップをしたい人材を効率的にかつ継続的に獲得する体制を‘学び’のスキームで構築

する。首都一極集中による‘田舎がない若者’を増やさないために、地元出身者を特定の地域に繋ぐエ

ージェントを首都圏で育成したい。 

（２）上記を実現するにあたり、首都圏出身の田舎の無い若い世代に対する個別的、田舎独自のメッ

セージを継続的に発信する必要がある。地方で大学、高校を卒業し首都圏に在住する人々をネットで‘ふ

るさとからの生涯教育の提案’をする仕組みを創る。 

（３）コロナ禍の中で、⑴熱中小学校プロジェクトは地方からのネット配信体制ができ、⑵先生の授

業のデジタルコンテンツが蓄積され、⑶越境制限で地元のユニークな先生の発掘ができた。これにより

地方発の生涯教育を提供する‘ふるさとデジタル塾’の構成要素が整った。 

（４）以上の体制構築には企業版ふるさと納税や学校への影響力を発揮できる自治体、ＯＢの参加可

能な高校、大学、インターンシップ先の紹介をいただく地方銀行・商工会、コンテンツ編集のＣＡＴＶ

局や 

専門学校などある程度の広域、または中核都市を対象にする必要があるが、横展開にはやはり自治体

の長のリーダーシップに大きく依存することになる 

 

 


